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の相互訪問を早く実現する。お互いが公式に
招待した訪問は一回もないですね、いずれも
国際会議の場をかりて、早く首脳相互訪問、
政治信頼関係を回復していかなければならな
い。 
二番目は、東シナ海については、共同開発
管理機構をつくって、官民挙げてこの共同開
発と共同管理について研究していくというこ
とをわたしは提唱しています。 
これは、第二次世界大戦後フランスとドイ
ツの和解のプロセスの始まり、いわゆる 欧
州の石炭 共同管理機構というものからスタ
ートしている。そして、欧州共同体、ＥＣ、
今日のＥＵにまで拡大してきた。この歴史に
学ぶ、これをヒントにしていくという、日中
関係においてもですね、このことを提唱した
いと思います。 
三番目は、当面尖閣諸島東シナ海の海と空
の衝突を避けるための緊急危機管理メカニズ
ムを早くスタートさせる日中防衛当局のホッ
トライン作る。尖閣の問題は、主権問題を再
棚上げする現状変更を行わない。お互いの政
府が、暗黙の約束をするということですね 
最後、南シナ海問題は、相手を刺激する言動
を避ける、周辺国の協調を進めるということ
です。私は実は 2年前から主張しております。
けれども残念ながら、全面的に実現に至って
おりません。 
最後に、日中関係は、トランプ政権が誕生
したことによって、大きく変動する可能性が
あります。つまり、トランプの対中政策がま
だ見えてこないということですね。オバマさ
んの対中政策は抑止と関与、抑止しながら関
与していくということでしたけれども、果た
してオバマさんの対中政策をやめるのか、ど
こまで継続するのか、これが見えないという
ことですね。トランプ氏の対中政策について
は、まず当選後、台湾の蔡英文総統さんと電
話会談を行った。これは米中国交回復以来、
トップ同士の初めての台湾とアメリカの接触
だった。ここで、一つの中国政策は中国の出
方次第だと、揺さぶりをかけたわけですね。 
しかし、年を明けてから、トランプ大統領
が、習近平さんに新書を送っている。そして、
安倍首相とトランプ氏の日米首脳会談の前日
に、トランプ氏は、習近平さんと電話会談を
行っている。ここで、一つの中国政策を堅持
するということを明言した。当選直後は、一
つの中国政策に揺さぶりをかけたけれども、
ここで、いままでのアメリカの対中政策に戻
ってきている。まだまだ安心はできない。今
後どのように対中政策をつくっていくのかと
いうことですけれども、今はっきりしている
のは、アメリカ海軍の艦船の数２７４隻ある
この艦船を３５０隻までを増やすといってい
ます。これによって、南シナか東シナ海での
対中牽制を強めていく姿勢を示しているわけ
です。 
しかし、トランプの外交というのは、やは
り取引、ディールでありまして、バランスシ
ートによるもう一つは、損得勘定による外交
なわけですので、中国との間で、バランスシ
ート、損得勘定をどのようにとっていくか、
それによっては、米中が融和する可能性もあ
りますね。そして、またトランプアメリカが
ロシアとの間で、例えば、ウクライナ問題で
緩和する、緩和政策をとるということになれ
ば、米ロの関係も良くなってくる。そうなっ
た場合に、米中ロが関係を良くしていけば、
日本が取り残される可能性がでてくる。日本
は、南シナ海問題でいたずらに中国を牽制す
るという方向ではなく、やはり中国との距離
を見直しながら、そして日米関係を冷静にみ
ながら、日中関係を築いていくという必要が
あると思います。私の今日の発表は以上であ
りますけれども。劉柏林先生と同じく、私は、
日中関係が正常な関係、あるいは新しい協調
関係に向っていくことを望んでおります。 
